生駒市ブロック塀等撤去工事補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、地震発生時のブロック塀等の倒壊による被災の防止や、道路等に倒壊するおそれのあるブロック塀等を撤去する工事に要する費用の一部を予算の範囲内において補助することに関し、生駒市補助金等交付規則（平成２０年１０月生駒市規則第１９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1)　ブロック塀等　コンクリートブロック、れんが、石等の組積造の塀その他これらに類する塀（これらに付随する門柱又は門扉を含む。）をいう。

(2)　道路等　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条に規定する道路その他不特定多数の者の通行の用に供する道又は公園その他不特定多数の者が利用する広場等をいう。

（補助対象ブロック塀）

第３条　補助金の交付対象となるブロック塀等（以下「補助対象ブロック塀」という。）は、次の各号すべてを満たすものとする。ただし、市長がブロック塀等の撤去が必要と認める場合は、この限りではない。

　(1)　生駒市内に設置されているもので、道路等に面するもの

(2)　道路等からの高さが８０ｃｍ以上のもの

(3)　道路等の境界線から後退して設置されている場合は、道路等からの高さが後退距離以上のもの

(4)　個人が所有する住宅（過半の部分を所有者の居住の用に供するものに限る。）に附属するもの

(5)　別表の基準に適合しない項目があるもの

(6)　同一の敷地内のブロック塀等の撤去工事に同種の補助金申請を行っていないこと
（補助対象者）

第４条　補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれかに掲げるものとする。

(1)　撤去工事を行うブロック塀等の所有者（共有の場合は、共有者全員の同意を得た代表者）
(2)　撤去工事を行うブロック塀等の管理者（所有者の同意を得た者）

(3)　建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第１条に規定する建物に附属するブロック塀等の撤去工事を行う同法第３条に規定する団体（以下「管理組合」という。）
（補助対象工事）

第５条　補助金の交付対象となる工事は、補助対象者が敷地内の補助対象ブロック塀のすべて（基礎の部分を除く。）を撤去する工事とし、敷地の造成工事又は建物の解体工事に伴う撤去工事でないものとする。
（補助対象経費）
第６条　補助金の対象経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象ブロック塀（基礎の部分を含む。）の撤去に要する経費（消費税及び地方消費税相当額を除く。）とし、補助対象ブロック塀の長さ（０．１メートル未満切り捨て）に１メートルあたり１０，０００円を乗じて得た額を限度とする。

（補助金の額）
第７条　補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（１５０，０００円を限度とし、１，０００円未満の端数は、これを切り捨てる。）とする。
（交付の申請）

第８条　補助金の交付を受けようとする者は、工事等契約の締結前に生駒市ブロック塀等撤去工事補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(1)　付近見取り図
(2)　撤去工事の見積書の写し（補助対象経費の内訳が明記されたもの）
(3)　配置図及び立面図（補助対象ブロック塀の高さ、長さ及び厚み並びに道路等からの高さを記載したもの）

(4)　ブロック塀等の安全確認表（様式第２号）
(5)　現況写真（補助対象ブロック塀の全景写真及び別表の基準に適合しないことが分かる写真）
(6)　補助対象ブロック塀の所有者が確認できる書類

(7)　同意書（所有者の同意を得て申請する場合）又は撤去工事に関して決議を得たことを証する種類（管理組合が申請する場合）
(8)　その他市長が必要と認める書類
（決定等の通知）

第９条　規則第６条第１項の規定による通知は、生駒市ブロック塀等撤去工事補助金交付決定通知書（様式第３号）により行うものとする。

２　規則第６条第２項の規定による通知は、生駒市ブロック塀等撤去工事補助金不交付決定通知書（様式第４号）により行うものとする。
（補助事業の変更等）
第１０条　補助事業者は、補助事業の内容又は経費の配分の変更（市長が定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、生駒市ブロック塀等撤去工事補助金交付変更承認申請書（様式第５号）を提出し、市長の承認を受けなければならない。
２　市長は、前項の申請書の提出を受けたときは、承認の可否を決定し、承認することを決定したときは、生駒市ブロック塀等撤去工事補助金交付変更承認通知書（様式第６号）、承認しないことを決定したときは、生駒市ブロック塀等撤去工事補助金交付変更不承認通知書（様式第７号）により補助事業者に通知するものとする。

３　補助事業者は、補助事業の中止又は廃止をしようとするときは、生駒市ブロック塀等撤去工事補助金中止・廃止承認申請書（様式第８号）を提出し、市長の承認を受けなければならない。

４　市長は、前項の申請書の提出を受けたときは、承認の可否を決定し、承認することを決定したときは、生駒市ブロック塀等撤去工事補助金交付中止・廃止承認通知書（様式第９号）、承認しないことを決定したときは、生駒市ブロック塀等撤去工事補助金交付中止・廃止不承認通知書（様式第１０号）により補助事業者に通知するものとする。

５　規則第４条の規定は、第２項及び第４項の承認の可否を決定する場合に準用する。

（実績報告）
第１１条　規則第１２条第１項に規定する実績報告書は、生駒市ブロック塀等撤去工事実績報告書（様式第１１号）によるものとする。

２　前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(1)　契約書の写し

(2)　工事中及び完了時の全景写真

(3)　撤去工事費用の領収書又は請求書の写し

(4)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
（額の確定）

第１２条　規則第１３条の規定による通知は、生駒市ブロック塀等撤去工事補助金交付額確定通知書（様式第１２号）により行うものとする。
（交付の請求）

第１３条　規則第１６条第１項に規定する交付請求書は、生駒市ブロック塀等撤去工事補助金交付請求書（様式第１３号）によるものとする。

（交付決定の取消し）

第１４条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定を取り消すことができる。

(1)　偽りその他不正の行為により補助金の交付の決定を受けたとき。

(2)　この要綱に違反したとき。

(3)　その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。　

（施行の細目）

第１５条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
（補助金の終期）
第１６条　この要綱は、予算の範囲内において、令和９年度までの分の補助金に適用するものとする。
　　　附　則（令和元年５月９日）
　この要綱は、令和元年５月９日から施行する。
　　　附　則（令和４年２月９日）
　この要綱は、令和４年２月９日から施行する。

附　則（令和４年４月１日）
　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

附　則（令和７年４月１日）
　この要綱は、令和７年４月１日から施行する。

別表

１　コンクリートブロック造の塀
	点検項目
	基準

	①　高さ
	地盤から2.2m以下

	②　塀の厚さ
	15cm以上（塀の高さが2mを超える場合）

	
	10cm以上（塀の高さが2m以下の場合）

	③　控え壁
	塀の長さ3.4m以下ごとに、塀の高さの1/5以上突出した控え壁がある（塀の高さが1.2mを超える場合）

	④　基礎
	コンクリートの基礎がある

	⑤　健全性
	塀に傾き、ひび割れ、ぐらつきがない


２　組積造（れんが造、石造、鉄筋のないコンクリートブロック造）の塀

	点検項目
	基準

	①　高さ
	地盤から1.2m以下

	②　塀の厚さ
	各部分の厚さがその部分から壁頂までの距離の1/10以上

	③　控え壁
	塀の長さ4m以下ごとに、塀の厚さの1.5倍以上突出した控え壁がある

	④　基礎
	コンクリートの基礎がある

	⑤　健全性
	塀に傾き、ひび割れ、ぐらつきがない


３　共通事項（専門家に調査を依頼した場合）

	点検項目
	基準

	①　塀の構造
	専門家が安全であると判断した


